
Ⅰ はじめに

立地論は､ ������(����) の農業立地論､ 	�
��(��
�) の工業立地論に

代表され､ ������の単一中心モデルに������(����) の住宅および企業の

付け値地代の概念を導入したことで都市経済学の分野が発展することになる｡

また､ 商業立地において競争原理にもとづいた��������� (����) モデルや

����(����) の商圏モデルなどがある｡ これらのモデルをも含み､ マーケティ

ング地理学の観点からは､ ������������� (�
��) および �����(�
��) に

よってショッピングセンターおよび小売店立地のモデルなどが整理されている｡

また､ わが国では国松 (��!
) によって小売立地の理論がまとめられており､

さらに西岡 (����) によって商業を含む企業の立地モデルの応用可能性が指摘

されている｡ 最近では石川 (�
��) が異なる都市の体系が及ぼす (小売立地で

も解釈可能となる) 企業立地への影響について空間モデルの構築を試みている｡

また神頭 (�
��) は､ ショッピングセンターの経営者の利潤最大化にもとづい

て､ 商圏と広告圏を比較したモデルを構築している｡

ここでは､ 神頭 (�
���) および加藤・神頭 (�
���) の大都市圏における

ホテル立地モデルを商業立地に応用する｡ まず商店経営者の利潤最大化のもと
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で､ 在庫率を組み入れた商圏モデルから商店の扱っている商品の特性を導く｡

ついで神頭 (�����) および竹内・神頭 (�����) にもとづいて��	
�	の付け

値地代の観点から､ 販売に影響する都心からの消費者移動の大きさを交通によ

る地域発展として捉え､ それを都市化度として商業立地モデルについて考察す

る｡ そこでは副都心の立地やその空間的範囲について説明可能である｡ 最後に､

ライリー＝コンバースモデルを用いて､ 都心型ショッピングセンターと非都心

型ショッピングセンターの商圏を導き､ 大都市圏における商業立地構造につい

て分析する｡

Ⅱ 在庫率を考慮した商圏モデル

ここでは､ 在庫率を考慮した商圏モデルを構築する｡ モデルの構築に当たり､

つぎの諸仮定が設定される｡

(�) 商圏の大きさは､ 企業の利潤がゼロとなるところまで拡大される｡

(�) 商業立地点から商圏が拡大されるに連れて､ 需要の増加とともに在庫率

が減少する｡

(�) 空間に関わる地代および運送費などは､ 一定である｡

(�) 販売量 (＝消費者側では購入量) と在庫量に関する費用は�つに分けら

れ､ 前者は主に人件費およびエネルギー費用であり､ 後者は倉庫・エネ

ルギー費用である｡

上記の仮定を踏まえ､ まず都心の商店経営者の利潤�は､

�＝�(�－��)－�(�－��)－��� (�)

または

�＝(�－�)�－(�－�＋�)�� (�)

で表される｡ ただし､ �は販売価格､ �は商店の購入量､ ��は在庫量､ �は販

売量当たりの維持管理費用､ �は在庫量当たりの維持管理費用をそれぞれ示す｡
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また仮定 (�) から､ 線形を仮定すると在庫率は､

��
�
＝�－�� (�)

で表される｡ ただし､ �は商店の基本在庫率を､ �は距離に関する限界在庫率�､

�は商店からの商圏距離をそれぞれ示す｡

(�) 式を (�) 式へ代入して整理すると､

�＝(�－�)�－(�－�＋�)(�－��)�� (�)

で表される｡

ここで､ 長期において競争の結果､ 商圏の限界地が�＝�で決まるとすると､

商圏の距離は (�) 式から､

である｡

ここで､ (�) 式から基本在庫率が相対的に高く､ 限界在庫率が相対的に低い

商店の商圏は大きく､ 基本在庫率が相対的に低く､ 限界在庫率が相対的に高い

商店の商圏は小さいことを示唆している｡ 一般に買回品は高級品であるために

在庫率が高く､ 最寄り品は日常品であることから在庫率は低いと考えられる｡

また価格が高くても維持管理費用が高いものや､ 価格が低くても維持管理費用

が低いものがあることから､ この差だけで買回品と最寄り品は区別できない�｡

さらに商圏拡大に伴う絶対値としての限界在庫率が低い場合�､ 商店の商圏は

伸びないことを示唆している｡ これについては､ 図�から買回品を扱っている

商店に見られる傾向を示している｡ 一方図�から､ 最寄り品を扱っている商店

は商圏が相対的に小さいことを示している｡ 前者は名古屋駅か栄の百貨店の商

圏を､ 後者は地域のスーパーマーケットの商圏をそれぞれ示す｡ なお､ 図�お

よび図�における円の大きさである商圏は比較可能な時空間上で描かれている｡

神頭 (����) では､ 固定費用と広告費以外の可変費用 (例えば､ 販売量およ
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び駐車場面積の拡大に伴う費用など) が相対的に高い小売業の広告圏は､ その

商圏を上回ることが分析されている｡ このことから､ 一般に買回品を扱ってい

る百貨店は最寄り品を扱っているスーパーマーケットよりも広告圏が大きいと

言える｡

Ⅲ ショッピングセンター�立地モデル

ここでは､ 都市化の集積経済効果を重視する都心型ショッピングセンターと

その周辺の交通整備および住宅地の開発によってどのような空間的プロセスで

居住者を重視する非都心型ショッピングセンターが立地されていくかについて

考察する｡

モデルの構築に当たり､ つぎの諸仮定が設定される｡

(�) まず都市の中心に唯一の都心型ショッピングセンター (含､ 百貨店およ

び駅前商店街) が立地する｡ 消費者は買い物のためにそこへ集中する｡

(�) つぎに､ そのショッピングセンターから離れるに従って､ より改善され

た地域環境が整備されながら空間的な開発�が進み､ 商業施設は都心部

周辺部へ拡がっていく｡ その結果､ 都心型ショッピングセンターで買い
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物をしていた消費者の一部は､ 都心部周辺部から郊外部の商業施設 (こ

こでは ｢非都心型ショッピングセンター｣) へ移動する｡

(�) ショッピングセンターの経営者�は､ 利潤を最大化するように商業施設

の立地点を考える｡

上記の仮定を踏まえ､ 都心型ショッピングセンターの経営者の利潤�は､

�＝�(�－��)－�(�－��)－�(�) (�)

で表される｡ ただし､ �は商品価格�､ �は販売量､ ��は空間的開発効果による

都心型ショッピングセンターからの移動消費者�による販売量､ �は都心型ショッ

ピングセンターからの距離､ �は維持管理費用､ �(�) は地代をそれぞれ示して

いる｡

ここで､ 仮定 (�) および (�) にもとづいて都心型ショッピングセンターか

らの移動消費者に対する都心型ショッピングセンター消費者の相対比は都心部

からの距離に比例している｡ ただし､ ��＜�である｡ また都心型ショッピング

センターは半径�単位の空間を有しており､ 都心において��は存在しない｡

これらを考慮すると､ 都心型ショッピングセンターからの移動消費者��は､

��＝��� (�)

で表される｡ ただし､ �は都心型ショッピングセンターからの距離・販売量当

たりの移動消費者販売量 (�＝
��
��
) (以後､ 移動消費者販売率) を示している｡

これは交通を主体とする空間的開発がもたらした販売額の相対的大きさを表し

ており､ 一種の ｢都市化度｣ または ｢空間的開発効果｣ を意味している｡

ここで､ (�) 式を (�) 式へ代入すると､

�＝�(�－���)－�(�－���)－�(�) (�)

で表される｡

ショッピングセンター経営者の空間的利潤最大化の�階の条件は､
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∂�
∂�＝� (�)

であることから､ (�) 式を�で微分すると､ 地代の傾きは､

��＝－��(�－�) (��)

で表される｡

これより�が高い都市にあり､ �が多く､ �が高く､ �が低いショッピング

センターほど都心に立地する傾向がある｡

さらに､ 長期において競争の結果､ �～～�となり､ (�) 式から都心型ショッ

ピングセンターの地代は､

�(�)＝(�－�)�－(�－�)��� (��)

で表される｡

ここで､ ショッピングセンター経営者は利潤を上げるために料金､ 維持管理

費用を調整する｡ また､ 買回品の価格��と最寄り品の価格��に分けられると

するならば､ 前者が後者よりも大きいとすると､ すなわち��＜��である｡

そこで､ 高級品販売の都心型ショッピングセンター�の地代と日常品販売

の非都心型ショッピングセンター�の地代は､

��(�)＝(��－�)�－(��－�)��� (��)

および

��(�)＝(��－�)�－(��－�)��� (��)

で表される｡

ここで､ 販売量や維持管理費用が両ショッピングセンターにおいて変わらな

いとすれば､ (��) 式および (��) 式から､ 図�のようにショッピングセンター

�および�が立地される｡

図�には､ 都心型ショッピングセンター�の近くに高級店を立地すること

によって集積をもたらすケースと都心の周辺部に日常品中心の非都心型ショッ

ピングセンター�を立地するケースが描かれている｡

―	―



ちなみに､ 極端ではあるが都心型ショッピングセンターが傾く段階は､ そこ

を訪れるすべての消費者を一定とした場合､ その消費者の半数近くが他のショッ

ピングセンターを訪れることになるので､ �＝��を (�) 式へ代入すると､ 非

都心型ショッピングセンターが立地する地点と移動消費者販売率の関係は､

�＝�
�

(��)

または

�＝�
�

(��)

で表される｡ (��) 式は立地創出地点が拡大するにつれて移動消費者販売率が

徐々に減少することを示唆している｡ これについては､ �＜�＜���の範囲で図

�に描かれている｡
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上記モデルを地方都市へ応用すると､ 駅前商店街で買い物をしていた消費者

の買い物行動がどの範囲まで拡大すると､ その駅前商店街がシャッター街にな

るかが､ ある程度説明される｡

また､ 都心型ショッピングセンターを訪れる消費者と非都心型ショッピング

センターを訪れる消費者が等しい場合は､ �つのショッピングセンターの立地・

環境状況が等しいことを示している｡ ここで､ 居住者の需要を重視した非都心

型ショッピングセンターの地代関数は､ 長期を考慮して､

��＝���－��� (��)

で表される｡ さらに､ (��) 式に (�) 式を代入すると､

��＝(�－�)��� (��)

で表される｡

ちなみに､ 都心の集積の経済を生かそうとする都心型ショッピングセンター

の地代関数と居住者の需要を重視する非都心型ショッピングセンターの地代関

数が商業地代として交わるところを副都心とすれば､ その交点は､ (��) 式と

(��) 式の連立方程式を解くことによって導かれる｡

�＝��から､ (�－�)�－(�－�)���＝(�－�)���である｡ したがって､

�＝ �
��

(��)

―�―

図�



が導かれる｡ ここで (��) 式と (��) 式を比較すると､ 都市化度 (都市化の進

行度合い) と解釈される�を一定とすると､ 消費者の移動による同一 (都心

消費者＝非都心消費者) 地点よりも都心の地代と同じ地代を有する立地点 (副

都心) の方が都心から近い地点であることが分かる｡ また､ 都市化度が大きい

都市圏ほどその距離差は小さい｡ すなわち､ 都市化が進んでいる大都市圏にお

いて､ 副都心は比較的都心に近い所にあり､ そこでの人口規模が大きいことを

示唆している｡ これについては､ 図�に描かれている｡ ただし､ ���＜－�＜－���

である｡

図�から､ 都市化度が高い都市圏ほど副都心が都心の近くに立地しているこ

とが分かる｡ ちなみに東京	
� (ここでは千代田区＋中央区＋港区を指す｡

以下同様) において､ 商業地価は��
当たり約���万円 (
���年､ 以下同様)､

常住人口は約��万人 (
���年国勢調査､ 以下同様)､ 昼間人口は約��万人

(
���年国勢調査､ 以下同様)､ 一方副都心と言われている新宿区において､

商業地価は約�
�万円､ 常住人口は約��万人､ 昼間人口は約��万人である｡

したがって､ 商業地価および昼間人口がそれほど変わらないことから東京

	
�と新宿区は都市整備の状況は同じくらいの水準と考えられる｡ また新宿

区は東京	
�よりも常住人口が
倍以上あることから､ 同区においてショッ

ピングセンターの建物のデザインは変わらないとしても主に居住者の需要を重
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視した非都心型ショッピングセンターが立地していること�､ さらに同区を集

積地点 (または地域) として区全体をみても最寄り品中心のスーパーマーケッ

トが多いことが伺える��｡ 一方都心を地方の駅 (とりわけ､ シャッター商店街

を有している駅) とすれば､ 交通や住宅開発が遅れている路線上において､ そ

こから都市化が進んでいない分､ 遠方にショッピングセンターが立地すること

が示される｡

Ⅳ 大都市圏における商圏モデル

ここでは､ ライリー＝コンバースモデル��を応用することによって､ 都心部

大型商店とショッピングセンターの市場の境界を求め､ それにもとづいて大都

市圏の空間的商業構造について考察する｡ モデルの仮定としては､ (�) 都心型

ショッピングセンターは都心の魅力によって消費者を引き付け､ 非都心型ショッ

ピングセンターは都心から離れた居住者を引き付ける｡ (�) 空間において､ 商

店の商品供給に対して十分な需要が存在している｡

まず､ 都心型ショッピングセンターと境界地にある商店の引力は､

―��―
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���＝
����

��
��

(��)

で表される｡ ただし､ ��：都心型ショッピングセンターにおける企業規模､ ��：

境界地にある商店�の規模､ ���：都心型ショッピングセンターと境界地の商店

間距離をそれぞれ示す｡

ついでショッピングセンターと境界地にある企業間の引力は､

���＝������
�� (��)

で表される｡ ただし､ ��：非都心型ショッピングセンターの企業規模､ ���：

非都心型ショッピングセンターと境界地の商店間距離をそれぞれ示す｡

また､ 境界条件���＝���にもとづいて､ (��) 式および (��) 式から��を消

去すると､
��

��

＝��
����

�� (��)

が導かれる｡ さらに､ 空間的条件は､

�＝���＋��� (��)

である｡ (��) 式を (��) 式へ代入すると､
��

��

＝(�－���)���
�� (��)

である｡ (��) 式を整理すると､

��
��－����＋√‾‾��

��

＝� (��)

で表される｡ (��) 式の�次方程式を解くと､

が導かれる｡ また､ (��) 式を (��) 式へ代入すると､

が導かれる｡
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ここで､ 開発可能性を含めた市場の範囲は､ 一般に都市化の集積の経済を有

する都心型ショッピングセンターの方が非都心型ショッピングセンターよりも

大きいと考えられるため､ 都心型ショッピングセンターから境界地の商店まで

の距離は､

である｡ また､ 非都心型ショッピングセンター�から境界地の商店までの距

離は､

である｡

これについては､ 図�から､ 都心型ショッピングセンターの市場範囲は､ ��－

��間であり､ 非都心型ショッピングセンターの市場範囲は､ ��－��間である｡

ただし､ �＝√‾‾‾‾‾‾‾‾‾��－�√‾‾��

��

である｡ また､ �＜�および�＜�であることから､

�
�√‾‾��

��

＜�が成り立つ｡

ここで､ �つのショッピングセンターの立地間の距離が決まっていたとして

も､ ショッピングセンターが､ 市場を開発することによって､ �分だけ都心型

ショッピングセンターから離れた市場を開発することになる｡ なお､ �＜－��－

�√‾‾��

��

および��＜��であることから､ 少なくとも､ �＜�が成立する｡

以下では､ �つの商圏の形状について考察する｡

(�) 図�から､ �次元空間の場合､ (��) 式および (��) 式から､ 非都心型

ショッピングセンターによって市場として開発されたところが､ ����

であれば､ 非都心型ショッピングセンターと都心型ショッピングセンター

との市場は､ 空間的には半々になる｡ これは､ �の式から､ 都心型ショッ
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ピングセンターの規模を固定させると､ �は非都心型ショッピングセン

ターの規模と立地点に依存するために､ 距離 (アクセス) との関係から

�は非都心型ショッピングセンターによって開発され､ その企業の市場

になる可能性が高い｡ この意味において､ ここでは､ �を ｢市場可能性

領域｣ と呼ぶ｡ ただし､ 企業の規模や戦略においては､ �は都心型ショッ

ピングセンターによって開発される場合もある��｡ この場合､ ｢都心型ショッ

ピングセンターの商圏｣ 対 ｢非都心型ショッピングセンターの商圏｣ の

比は､ �＋��
�

：�－�
�
である｡

(�) 図�から､ 都心から均等に交通が発展している�次元空間､ 取り分け円

形の市場の場合､ 都心型ショッピングセンターの商圏と非都心型ショッ

ピングセンターの商圏がそれぞれ円形で描かれている��｡ 上記の (�) 同

様に��は��と�の中間地点にあり､ 都心型ショッピングセンターと

非都心型ショッピングセンターの各立地点が固定されていることから､

ここでの市場の開発可能性範囲は直線距離において､ ��－�
�

である｡

ここを開発することによって､ 図�から､ 非都心型ショッピングセンター

の円市場の中心点である立地点は､ ��から���へ移動することになる｡

この時､ ｢都心型ショッピングセンターの商圏｣ 対 ｢非都心型ショッピ

ングセンターの商圏｣ の比は､

(�＋�
� )

�

�：
�
�(�＋�

� )
�

�＝�：�
�

であることから､ �：�である｡
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(�) 図��から､ �の市場可能性領域のすべてを都心型ショッピングセンター

が開発すると､ 非都心型ショッピングセンターの市場が孤立した状態と

なる｡ ちなみに､ アポロニウスの円市場��を考えると､ 都心型ショッピ

ングセンターの商圏よりも非都心型ショッピングセンターの商圏におい

ては､ 交通条件が悪い商圏域と言える｡ また､ ｢都心型ショッピングセ

ンターの商圏｣ 対 ｢非都心型ショッピングセンターの商圏｣ の比は､ 商

圏の大きさと広告圏の大きさが比例するならば､ 長期的には広告圏の比

と考えることができる��｡

―��―
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(�) 図��から､ 非都心型ショッピングセンターが､ 都心から遠方地域を開

発する場合で円商圏の中心に立地する場合は､

�＝�－�
�

(��)

から､

�＝�
�

(��)

である｡

ここで､ �つの商圏における交通条件が異なる場合､ 例えば､ 都心型ショッ

ピングセンターの商圏における運賃率を��､ 非都心型ショッピングセンターの

商圏における運賃率を��とすると､ アポロニウスの円市場の均衡条件から､

��
��
＝�－�

�＋�
＝ �

�＋�
(��)

が導かれる｡ さらに､ (��) 式の第�項と第�項が等しいことから､

商業立地と商圏モデル
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��
��
＝�

�
(��)

である｡ それゆえ､ 大都市圏に含まれる都心型ショッピングセンターの商圏と

非都心型ショッピングセンターの商圏における運賃率の比は､ �：�というこ

とになる｡ これは､ 都心型ショッピングセンターは商圏の中心にくるが､ 非都

心型ショッピングセンターは自動車での移動のため必ずしも円形の商圏の中心

に立地する必要がないことを示している｡

� おわりに

本研究では､ まず商品の在庫を考慮した商圏モデルを構築した｡ そこでは商

店の在庫率が高いほど限界在庫率が低いほど商圏が大きいことが示された｡ つ

いで企業経営者の付け値地代の観点から､ 都心からの移動による消費者への販

売量を都市化度として､ これを組み入れたショッピングセンターの立地モデル

を構築した｡ そこでは､ 都心の集積を重視する都心型ショッピングセンターと

居住者の需要を重視した非都心型ショッピングセンターの立地モデルの構築を

―��―
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試みた｡ さらに､ そのモデルから�つのショッピングセンターの付け値地代を

比較することによって､ 副都心の立地点について考察した｡ そこでは､ 都市化

が高い都市圏ほど都心に近いところに､ 人口の大きな副都心が形成されること

が分かった｡ これについては､ 地方都市の駅前商店街を衰退させる要因となる

ショッピングセンター立地点についても解釈が可能である｡ 最後に､ 都心の求

心力とそれに反発する郊外への遠心力とを区別することによって､ ライリー＝

コンバースモデルを応用して､ 都心型ショッピングセンターと非都心型ショッ

ピングセンターの商圏について分析され､ 商圏としての市場開発可能領域が､

どちらのショッピングセンターでなされるかによって商圏の構造が異なること

が考察された｡ そこでの興味深い結果として､ アポロニウスの円の公式を用い

ることによって､ �つのショッピングセンターにおける商圏の運賃率の比率が

導かれた｡

今後は､ ここで構築された理論と現実の立地との関係について実証的に分析

することが課題として残される｡

付録：最寄り品と買回品の空間経済特性

商品の需要関数が､

����＝�－����� (�)

で表されるとすると､ 需要の価格弾力性�は､

�＝
Δ���
Δ���

(�)

である｡ ただし､ �は需要量､ �は価格をそれぞれ示す｡

一方､ 空間を考慮すると､ 消費者�のポテンシャル���は､

���＝
��

	α
��

(�)

で表される｡ ただし､ ��は商店�の魅力度 (例えば､ 売り場面積や従業員数

など)､ 	��は消費者�の居住地から商店�までの空間距離 (地理的距離､ 時間

商業立地と商圏モデル
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距離､ 経済距離)��､ αは交通の抵抗係数��をそれぞれ示す｡

ここで消費者のポテンシャルの大きさと需要量が比例的であるとすると､

(�) 式から､

���＝�
��

�α
��

(�)

で表される｡ ただし､ �は単位を調整する比例係数を示す｡

(�) 式から､ 需要の空間距離弾力性αは､

α＝
Δ�������

Δ�������

(�)

で表される｡

(�) 式から､ 価格が安くなると需要が多くなる商品は一般に最寄り品 (また

は日常品) であることから､ この商品に関する需要の価格弾力性は相対的に高

い値を有する｡ 一方価格が安くなっても需要がそれほど増えない商品は､ 主に

買回品 (または贅沢品) であることから､ この商品に関する需要の価格弾力性

は相対的に低い値を有する｡ (付図�参照)

(�) 式から､ 空間距離を経済距離である交通費に置き換えるならば､ 消費者

の商品に対する支出は､ 販売価格と交通費の合計となるために､ 需要の交通費

弾力性については需要の価格弾力性と同様の解釈が成り立つ｡ したがって､ 交

通費 (例えば､ ガソリン代またはバス料金など) が安くなると､ または交通条

件によって距離および時間が短縮されると､ 需要が多くなる商品は一般に最寄

り品 (または日常品) であることから､ その商品に関する需要の交通費弾力性

は相対的に高い値を有する｡ これについては､ 主に最寄り品を扱っているスー

パーマーケットが多数の消費者が居住する地域に立地することからも伺える｡

(付図�参照)

上記については､ つぎのように整理される｡

(�) 最寄り品：需要の価格弾力性および需要の空間距離弾力性が共に相対的

に高い財
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(�) 買回品：需要の価格弾力性および需要の空間距離弾力性が共に相対的に

低い財

ちなみに����(����) では､ 距離の抵抗係数αは家具に対して�	
��､ 衣

料品に対して�	���と推計されている｡

注

� これは､ 厳密には限界在庫減少率を示している｡
� 一般に最寄り品と買回品の区別については､ 需要の価格弾力性で説明されている｡ なお
空間を考慮した需要の距離弾力性 (またはハフの確率モデルの距離の抵抗係数) について
は､ 付録を参照せよ｡

� ここでは商圏が拡大してもそれほど在庫が減少しない商品であることから､ 最寄り品と
考えることができる｡

� ここでのショッピングセンターは､ 特定地点に多くの店舗が集積する空間を示す｡
� これは､ 都市化の集積経済を意味する｡ これについては､ 
����(����､ 訳出､ ��	����

���) を参照せよ｡ また､ 近年までの文献等については������(���������	�) によっ
て説明されている｡

� ここでは､ 商店経営者とした方が適切かもしれないが､ 最近の現状を踏まえると店舗の

商業立地と商圏モデル
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集積による利益を目標とした施設が多いことから､ 敢えてショッピングセンターの経営者
とした｡
� ここでは､ 商品当たりの価格である｡ (以下同様)
� これについては､ 空間的開発によって､ 例えば交通および住宅の整備とともに商業施設
が建設されることによって､ 新しい商業施設に買い物へ来る消費者を示す｡
� これについては､ ショッピング街を含むデパートでもビジネスマンおよび旅行者に重き
をおいているところと居住者に重きをおいているところの店舗や商品の種類について調査
する必要がある｡
�� ����	

���
�����
���
��
��������
���
����
������
によると､ スーパーマーケッ
トは新宿区では��店舗あり､ 東京���において千代田区は��店舗､ 中央区は��店舗､
港区は��店舗であり､ この�区の平均は約 �店舗である｡

�� これについては､ 神頭 (����､ ���!�"!�､ ������"���､ 追補 [#]) を参照せよ｡
�� 都心部のデパート産業が､ 地域においてスーパーマーケットを経営することもある｡
�� 当然ながら､ この種の空間設定は供給に足る需要が十分存在している｡
�$ これについては､ 西岡 (����､ ������"�� ) および神頭 (����､ ���� "�!) を参照せ
よ｡
� これに関する商圏と広告圏の分析については､ 神頭 (����) を参照せよ｡
�! これについては､ 一般に地理的距離､ 時間距離および経済距離 (交通費) が比例的であ
る｡
�� この係数は､ ハフの確率モデルにおいて説明されている｡
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